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担当係
グループ名

① 事業の目的・目標

② 目標に対する達成見込み

③ 主な取り組みと事業をとりまく社会状況

1 学校保健会役員会開催数

2 災害共済給付金給付件数

3 傷病児童応急処置料給付件数

4 う歯臨時健診・歯科保健講話実施校数

5 歯みがき指導歯科衛生士派遣人数

6 保健室備品等保守委託料

7 栄養士連絡会開催数

8

9 給食室清掃・給食備品保守委託料

10 学校給食運営協議会開催数

う歯予防事業実施校
数

給食備品購入費（老朽買換え分・Ｏ１５７関
連）

31

1

28

1

28

1 100%
区費栄養士（非常
勤）配置率

栄養士配置校
数÷都費栄養
職員未配置校
数

学校給食業務委託
校数

学校の保健衛生に関する事業の計画、実施や学校管理下における事故に対する給付等を行う。また、学
校給食の安全性及び内容の充実を図るため、安全衛生指導や設備等を充実し、よりよい給食を提供する。

調理業務の民
間委託実施校
数

事業内容

歯科衛生士に
よる歯みがき指
導の実施回数

(H２１)

979,545

127 133

7,864,080

4,142,511

12

(H20)

12

31

2,455,991

 児童・生徒・園児の健康保持増進のた
め、アレルギー対応や感染症予防等保
健衛生事業の充実を図る重要性は高
まっている。
 また、食生活を取り巻く社会環境の変
化に伴う食行動の多様化の中で、学校
給食は、基本的な生活習慣の一つであ
り、生きた教材として活用する食育の実
践の場として果たす役割が大きい。

129

12

20

25

委託の内容

10 1010

5,384,094

66

3131

630,315

1,338

93

目的/
根拠法令等

目標
学校（園）の環境衛生の維持・改善や各種検診及び、安全で円滑な学校給食の提供等の実施を
通して、児童（幼児を含む）・生徒の健康を保持増進する。

ベースラインに
対する

達成見込み

算定式等指
標の説明 目標設定の考え方

目標値

担当課 学校運営課 評価責任者

達成度指標

保健給食係

93%

各学校（園）が教育目標や教育ビジョンを達成するため、教育環境をより充実したものとする。

平成9年度より導入した学校給食調
理業務の民間委託は21年度に完
了予定である。

都費栄養職員が配置されない学校
に対し区費の非常勤職員を配置
し、全校配置を維持する。

（１９年度）

学校運営課長
鈴木さよ子

ベースライン ２０年度

う歯予防啓発のため、学校歯科医
と連携する事業を全校実施する。

90%31

見込み （達成年度）

事業をとりまく社会状況

972

保健関係：保健室備品等保守　　給食関係：給食室清掃保守・備品
保守・調理業務

平成18年度

30

平成17年度 平成19年度

31

30

30

運営形態

主な取組み内容

一部業務委託

24,480,950 33,561,927

4,465,481

1,342

整理 No 評価単位名 健康推進事業・学校給食運営事業

（１１）健康推進事業・学校給食運営事業
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④ 事業コスト

災害共済給付金経費

う歯予防経費

その他運営経費

人件費　　　（正規職員数）

収入 国庫（都）支出金

受益者負担分

その他

一般財源充当額　　E=C-D

⑤ 現状の評価

⑥ 今後の取組みと予算への反映

⑦ 総合評価

現状の評価 A　成果をあげている 　　B　普通 C　不十分

今後の事業の注力度 A　　拡充 B　　継続 C　　縮小

＜上記判断の理由と今後の改革方針＞

⑧点検・評価委員会の評価

（単位：千円）

今後の
注力度

重要度
平成20年度
（計画）

A

B
B

B

A
B B

学校栄養士（非常勤）に
ついては、事業経費に
計上。

27058 3904 4284
4295

(0.0)

33,893

B A
A B

8,954
1,064

B

BB
B A

B

B11,522

26,876

0

5,409
43,593

0
345,469

40,526

436,392

 安全でおいしい学校給食の提供やアレルギー疾患に対する取り組み、新型インフルエンザ対応など、児童・生徒の健康
対策には求められるものが大きくなっている。新たな課題に適切に対応していくために、一層力を入れていく必要がある。

（非常勤等職員数）

達成度及び今後の課題についてのコメント

給食調理業務の委託は退職者不補充による計画的な委託化が進み、効率的な執行が
なされている。Ｂ

人材育成
（学習と成長の視点、人的

資源の最大化）

Ｂ

696,932

(0.0)

29,352

9,127

414,880
0

48,448

0
0

56,573

0

達成度

※Ａ.予想を上回って達成した場合　 Ｂ.大体計画どおりにできた場合  Ｃ.理想の状態を下回っている場合

効果性
（財務と施策水準の視点）

1,0831,089

3,953

1,058

299,672

41,197

87

学校給食用食器についてメラミン食器から磁器食器への移行が平
成１７年度より中断しているため再開を検討し、新たな移行計画を
作成する。

業務改善
（内部プロセスの視点）

健康診断で使用する医療器機の滅菌消毒委託の開始や給食調理業務の民間委託化は
学校現場において一定の評価を得ている。

490,252

適切性
（満足度、サービス水

準）

4295

評価の視点

健康推進事業の中で感染症対策として麻しん・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等
への対応方法を検討し、池袋保健所と一層の連携を図る。また事
前準備のための消耗品の配付する。

3,904 4,197

3,210

平成19年度平成17年度

9,068
3,199

平成18年度

見直し事項

取組み内容

重点・新規事項

Ｂ

Ｂ

(3.5)

0

43,874
56,759

7,178

545,683
0

(3.4)

9,737

494,156
32,843

(1.0)

28,665
(14.0)

668,267531,798

4,500

必要（不要）となる経費

食育の推進や食材料の高騰により、区費非常勤栄養士の職務の重要度は年々増加し
ているため、今後より一層の研修や指導を実施していく必要がある。

461,313
(3.5)

556,866

561,150

(13.0) (14.0)

421,715

その他運営経費

歯科衛生士による歯みがき指導は２０年度に全校実施予定となった。また、給食調
理業務委託の業者選定方法を指名競争入札からﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式に改め、より質の高い
業者を選定できた。

学校給食管理運営経費

影響額（千円）

300

692,637

(1.0)
(3.7)

構成事務事業

12,246
3,299

(13.0)

給食調理業務委託経費

給食指導

収入計　　D

人件費　計　　B
支出　計　C=A＋B 448,773

3,898

23160

（事業費計上非常勤等職員数）

学校保健会関係経費

学校給食管理運営経費

学校栄養士関係経費

保健・給食の表彰に関すること

直接事業費　計　　A
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評価の視点 意　　見

達成度指標の選定、目
標値の設定の適切性

・児童・生徒の健康の保持増進という目標に対し、健康推進事業および学校給食運
営事業から達成度指標を選定しており、目標値も適切である。
・栄養士の配置は、県費職員１／２、区費職員１／２で全校に配置しているが、食育
指導の重要性からも全校配置の目標は、ぜひとも維持すべき目標値である。

目標と今後の取り組み
との整合性

・アレルギー対応や感染症予防等、保健衛生事業の重要性は今後も高まる。目標達
成のためには、保健所等関係機関との連携を一層強める必要がある。
・学校給食の効率的な運営のためにも、平成９年度より開始した自校方式の調理業
務民間委託の完全実施に向け努力されたい。

現状の評価

・外国籍の児童等の食習慣にあわせた給食メニューの変更等にも対応しており機動
的できめ細やかな学校給食運営体制がうかがえ評価できる。
・各学校配置の栄養士による献立に学校間の格差が生じない配慮や献立をマンネリ
化させない工夫も必要である。教育委員会として、学校給食をより向上させるため、
勉強会など栄養士の指導に傾注されたい。

今後の事業の方向性

・目標達成のため、今後も健康推進事業を充実されたい。
・担任の負担を軽減するためにも、ランチルームの積極的活用と給食指導における
栄養士の活用を図られたい。また、給食委託業者のチーフ、サブチーフなどによる給
食指導を実施できないか検討されたい。
・上記のような試みにより担任の負担を軽減し、担任ができるだけ子どもと直接向き合
う時間を確保できるよう配慮すべきである。

その他意見

・給食室改修工事の際に、保護者のお弁当づくりの負担軽減のための方策を、教育
委員会と学校、ＰＴＡなどの協議により検討されたい。
・給食指導の重要性から全校生徒が同時に利用可能なランチルームなど、ハード面
の整備も必要である。
・学校給食のよりよい充実のため、他校の保護者も加えた試食会等の検討も必要で
ある。
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